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令和 8年 10月 1日

株式会社名古屋建築確認・検査システム確認検査業務手数料規程

における確認申請手数料の附属建築物の特例の適用及び運用について

（運用基準・協議基準）

株式会社名古屋建築確認・検査システム確認検査業務手数料規程（以下、手数料規程といい

ます。）第 2 条第 2 項第二号、第二号の二及び第三号の運用について、下記のように定めます。
この運用基準は、全ての申請者について、「公平」かつ「平準」となるように定めるものです。

1 附属建築物の適用（定義）

附属建築物は、 2 以上の建築物を建築するものとして確認申請する場合において、主たる
建築物の附属となる建築物に適用します。

ただし、申請に係る建築物が主たる用途の建築物の附属建築物のみの申請（主たる建築物

に先行する新築または敷地単位増築（別棟新築））においては、そのうち最も床面積の大なる

建築物を主たる建築物とみなし、それ以外の建築物を附属建築物とみなして適用します。

2 附属建築物の特例の運用基準（協議基準）

(1) 附属建築物が 1棟の場合
① 附属建築物のみの建築の場合

手数料規程第 2 条第 2 項第二号の二の規定により、主たる建築物とみなして表 1 に当て
はめます。

② 主たる建築物の他に附属建築物の建築が 1棟のみの場合
手数料規程第 2条第 2項第二号の規定によります。
よって、床面積が 30㎡を超える附属建築物は表 1に当てはめ、 30㎡以下の場合は主た
る建築物に当該建築物の床面積を加算して表 1に当てはめます。

(2) 附属建築物が 2棟の場合
① 附属建築物のみの建築の場合

手数料規程第 2 条第 2 項第二号の二の規定により、最も床面積の大きい附属建築物に
ついて表 1 に当てはめます。その他の附属建築物は床面積が 30 ㎡を超える場合は表 1
に当てはめ、 30㎡以下の場合は主たる建築物に当該建築物（ 2棟とも 30㎡以内の場合
はその合計）の床面積を加算して表 1に当てはめます。

② 主たる建築物の他に附属建築物の建築が 2棟ある場合
手数料規程第 2条第 2項第二号の規定によります。
よって、床面積が 30㎡を超える附属建築物は表 1に当てはめ、 30㎡以下の場合は主た
る建築物に当該建築物（ 2 棟とも 30 ㎡以内の場合はその合計）の床面積を加算して表 1
に当てはめます。

(3) 附属建築物が 3棟以上の場合
① 附属建築物のみ 3棟以上の建築の場合
手数料規程第 2 条第 2 項第二号の二の規定により、最も床面積の大きい附属建築物に
ついて表 1 に当てはめます。その他の附属建築物は、床面積が 30 ㎡を超える場合は表
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1 に当てはめ、 30 ㎡以下の場合は主たる建築物に当該建築物（その他の附属建築物が
すべて 30㎡以内の場合はその合計）の床面積を加算して表 1に当てはめます。

② 主たる建築物の他に附属建築物の建築が 3棟以上ある場合
手数料規程第 2条第 2項第二号の規定によります。
よって、附属建築物で床面積が 30㎡を超える場合は表 1に当てはめ、 30㎡以下の場合
は主たる建築物に当該建築物（その他の附属建築物がすべて 30 ㎡以内の場合はその
合計）の床面積を加算して表 1に当てはめます。

手数料規程抜粋

（趣旨）

第 1 条 この規程は別に定める「株式会社名古屋建築確認・検査システム業務規程」（以下「業務規程」とい

う。）第 47条及び第 48条に基づき、株式会社名古屋建築確認・検査システム（以下「当機関」という）が実
施する確認検査業務に係る手数料について必要な事項を定める。

（建築物に関する確認審査の申請手数料）

第 2条 業務規程第 17条（第 24条で準用する場合を含む。）に規定する建築物に関する確認申請手数料の
額は申請 1 件につき、別表第 1 （計画変更確認申請については別表第 1 付表）に掲げるとおりとする。

2 基本手数料等の適用にあたっては、次の各号による。

一 基本手数料は、主要用途によって区分する。

ア 一戸建ての住宅、併用住宅、長屋、共同住宅、下宿、寄宿舎及び児童福祉施設等は、住宅等と

する。

イ アに掲げる用途以外を住宅等以外とする。ただし、附属建築物（附属自動車車庫、附属倉庫等を

いう。以下同じ。）は、主たる建築物の用途とみなして適用する。

ウ アにおいて、併用部分が建築基準法別表第 1 に掲げる用途（共同住宅、下宿、寄宿舎及び児童
福祉施設等を除く。）で、その用途に供する床面積の合計が 100㎡を超える場合は、住宅等以外
とする。

二 申請建築物が二以上の場合の手数料は、当該各建築物毎に算定した手数料の合計とする。ただ

し、附属建築物で床面積が 30㎡以内の確認の特例を受ける建築物については、その床面積（複数
の場合はその合計）を主たる建築物に加算した床面積で手数料を適用する。

二の二 なお、申請建築物が附属建築物のみの申請の場合には、 2 棟目から前号を適用するものとす
る。

三 前二号の規定にかかわらず、附属建築物が多数の場合には、別途協議して料金を決めるものとす

る。

以下省略


